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＜基準価額の推移＞
純資産総額（右軸）

分配金込み基準価額（左軸）

基準価額（左軸）（円） （億円）

ファンドの特色
１．国際経済･金融システム上、重要とみられる国や地域※の通貨を投資対象とします。

※G20の構成国・地域とします。投資対象通貨国･地域は将来変更となる可能性があります。

２．金利水準および通貨価値の成長性などを勘案し、投資通貨を厳選します。
３．原則として、最上級の格付を有する短期のソブリン債券に投資します。
４．原則として、毎月、安定した分配を行なうことをめざします。

運 用 実 績 ※このレポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
※当レポート中の各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、

それを用いて計算すると誤差が生じることがあります。
※当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束

するものではありません。

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し計算しています。

※分配金込み基準価額の推移は、分配金（税引前）を再投資したものを表示
しています。

※基準価額は、信託報酬（後述の「手数料等の概要」参照）控除後の値です。
信託報酬の詳細につきましては、後述の「手数料等の概要」をご覧ください。

高金利成長通貨ファンド（毎月分配型）
（愛称：インカムグロース）

※上記の要因分解は、概算値であり、実際の基準価額
の変動を正確に説明するものではありません。傾向
を知るための参考値としてご覧ください。

※分配金額は収益分配方針に基づいて委託会社が決定しますが、委託会社の判断により
分配を行なわない場合もあります。

基準価額　： 2,415円

純資産総額： 11.49億円

＜分配金実績（税引前）＞

設定来合計 直近12期計 19･7･22 19･8･20 19･9･20 19･10･21 19･11･20

8,790円 360円 30円 30円 30円 30円 30円

19･12･20 20･1･20 20･2･20 20･3･23 20･4･20 20･5･20 20･6･22

30円 30円 30円 30円 30円 30円 30円

＜基準価額の騰落率＞

1ヵ月 ３ヵ月 ６ヵ月 １年 ３年 設定来

0.83% 5.27% -8.62% -3.87% -11.43% 8.12%

＜資産構成比率＞

インカム＆グロース・カレンシーファンド クラスＡ 98.0%

マネー・アカウント・マザーファンド 0.1%

その他 1.9%

ファンドの概要

設 定 日 2010年8月31日

償 還 日 2020年7月21日

決 算 日 原則毎月20日

収益分配 決算日毎

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価
額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読
みください。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料で
す。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜基準価額騰落の要因分解＞

前月末基準価額 2,425円

当月お支払いした分配金 -30円

メキシコペソ -22円

インドネシアルピア 19円

インドルピー 2円

トルコリラ -3円

債券・その他 24円

当月末基準価額 2,415円

要
　
因
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インカム＆グロース・カレンシーファンド クラスＡのポートフォリオの内容

※格付はMoody's、S&Pのうち、高い格付を採用しています。
※平均格付とは、データ基準日時点で当外国投資信託が保有

している有価証券などに係る信用格付を加重平均したもの
であり、当外国投資信託に係る信用格付ではありません。

※最終利回りは、個別債券および短期金融資産について
加重平均したものです。

※最終利回りは、債券および短期金融資産を満期まで
保有した場合の利回りです。
将来得られる期待利回りを示すものではありません。
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＜円／メキシコペソ＞
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＜円／インドルピー＞
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＜円／トルコリラ＞

信頼できると判断した情報をもとに日興アセットマネジメントが作成。

ご 参 考 ： 為 替 推 移
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＜円／インドネシアルピア＞

※日興アセットマネジメント ヨーロッパ リミテッドより提供された情報です。当外国投資信託の数値です。
※比率は当外国投資信託の純資産総額比です。

＜組入上位５通貨＞

インドルピー 25.1%

インドネシアルピア 24.8%

トルコリラ 24.1%

メキシコペソ 21.9%

日本円 4.2%

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価
額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読
みください。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料で
す。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜公社債種別構成比＞

国債
政府機関債
政府保証債

6.6%

国際機関債 89.2%

＜ポートフォリオの特性値＞

最終利回り 7.98%

デュレーション 0.42年

＜格付別構成比＞

A-1 0.0%

A-2 0.0%

A-3以下 0.0%

平均格付 －

債券 AAA 95.8%

AA 0.0%

A 0.0%

BBB以下 0.0%

平均格付 AAA

短期金融
商品

＜組入上位10銘柄＞（組入銘柄数：13銘柄)

銘　柄 償還日 利率 (%) 通貨 格付 比率 (%)

1 Inter-American Development Bank 22-Jul-2020 4.25 メキシコペソ AAA 19.1

2 European Bank for Reconstruction & Development 18-Sep-2020 27.50 トルコリラ AAA 15.6

3 European Bank for Reconstruction & Development 02-Dec-2020 9.25 インドネシアルピア AAA 13.2

4 Inter-American Development Bank 15-Jun-2021 6.25 インドネシアルピア AAA 11.5

5 Asian Development Bank 21-Sep-2020 0.00 トルコリラ AAA 7.2

6 Kommunalbanken AS (Norway) 09-Mar-2021 5.93 インドルピー AAA 6.6

7 International Bank for Reconstruction & Development 11-Apr-2021 5.63 インドルピー AAA 6.2

8 International Finance Corp. (United Kingdom) 07-Mar-2022 4.85 インドルピー AAA 4.4

9 International Finance Corporation 10-Aug-2020 6.45 インドルピー AAA 3.8

10 European Investment Bank 27-Jul-2020 7.00 メキシコペソ AAA 2.8
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◎市場環境

【メキシコ】

メキシコペソは対円で下落しました。メキシコ経済は、コロンビアなどと同様に、新型コロナウイルス感染症の拡大による悪影響が当初予想されたよ

りも大きくなっています。一例として、鉱工業生産や小売売上高は前年比で大きくマイナスとなっており、市場予想も下回っています。これらの指標

は、前月以降、原油価格が上昇基調にあることから、今後数ヵ月で改善するとみられますが、それでもメキシコの中央銀行には一層の景気刺激策を提供

する必要があり、そうする余地も十分にあります。実際、同中銀は当月下旬に政策金利を引き下げましたが、主要政策金利は依然としてインフレ率を上

回っており、中央銀行の信頼性を損なうことなくさらに引き下げを行なえる水準にあります。

【トルコ】

トルコリラは対円で下落しました。消費者物価指数（ＣＰＩ）が二桁台前半にとどまる一方で、政策金利が８％台にまで引き下げられているため、投

資家に提供されていた利回り面からのサポートが消失しており、これがトルコリラの足場が弱まっている一因となっています。一方、新型コロナウイル

スの感染拡大が抑制されたことから、当局は同ウイルス関連の制限の大半を解除することが可能となりました。若い世代が多くを占める人口構造に加え

て、充実した医療システムと信頼性の高い検査能力が、他国と比較して相対的にウイルスの封じ込めに奏功した主因とみられています。ただし、海外渡

航禁止の継続は、主に公式・非公式両方での失業への影響を通じて、国内の観光業を大きく圧迫するとみられます。

【インド】

インドルピーは、新型コロナウイルス感染拡大の継続と世界の経済活動の慎重な再開という好悪両材料の間でリスクセンチメントが微妙な均衡にある

なか、対円で上昇しました。当月は、インドと中国の国境付近で両国軍が衝突して双方に死者が出る結果となり、その後インドが人気の高い中国のモバ

イルアプリを多数禁止して中国への情報依存度を低減しようとしたことから、両国間の政治的緊張が高まりました。インド国内では、都市部の経済活動

は新型コロナウイルスの感染拡大が続いていることにより依然として制限されていますが、農村部の活動はようやく回復し始めています。インド準備銀

行がルピー高を抑制すべくドル資産の購入を進めたことで、インドの外貨準備高は5,000億ドルに達しました。

【インドネシア】

インドネシアルピアは対円で上昇しました。新型コロナウイルス感染拡大の継続と世界の経済活動の慎重な再開という好悪両材料の間でリスクセンチ

メントが微妙な均衡にあるなか、世界で最も高い実質利回りを提供している市場の１つであるインドネシアの現地通貨建て債券に対しては、投資家から

依然として強い需要がみられています。最近の通貨高、低調な経済成長見通しおよび穏やかなインフレ基調を受けて、インドネシアの中央銀行は予想通

り政策金利を引き下げました。一方、貿易収支は、社会活動の制限により輸入が急減したことから、市場予想を上回る黒字となりました。

◎運用概況

当ファンドは、高利回り通貨国への投資を集中させていますが、その中でも格付けや財務状態などが良好な質の高い銘柄を中心に投資しています。当

ファンドの基準価額は前月末比で上昇しました。米中間の地政学的緊張と全米に広がる大規模な抗議デモの影響は限定的となり、新型コロナウイルスに

よる封鎖制限の緩和と世界経済の回復予想が注目される中、リスク資産は概ね堅調に推移しました。インドネシアの現地通貨建て債券は、引き続き高い

水準の実質利回りを提供しており、同債券に対する投資家の需要が強いことを背景に、堅調な推移となりました。一方で、メキシコでは、新型コロナウ

イルス感染が急増し死亡率が高まる中、政府の対応が不適切と受け止められたことから、メキシコペソは日本円に対して下落しました。当月、メキシコ

の組入比率を小幅に引き下げましたが、それ以外には組入対象国や組入比率に大きな変更はありませんでした。

◎今後の見通し

新興国市場では、新型コロナウイルスの感染が驚異的なスピードで世界中に拡大し続けていることが、引き続き最も差し迫ったリスクとなっていま

す。多くの新興国における新型コロナウイルス感染拡大の予想される程度や深刻度に関しては依然として不透明な要素が多くありますが、世界中で講じ

られている強力な政策対応によって経済的影響が軽減されているのは間違いありません。短期的には経済成長に甚大な影響が生じることは不可避でしょ

うが、新型コロナウイルス感染拡大の影響は比較的短期間に収束する可能性もあると考えられます。新型コロナウイルス感染拡大の中心が先進国から新

興国に移り、ブラジル、インドなどを含む多くの新興国で感染拡大が大幅に進行するなかで、今後数ヵ月にわたって、感染拡大に関する憶測が市場やリ

スクセンチメントを支配し続ける可能性が高いものの、世界経済へのダメージなどについてより多くのことが徐々に分かり始めています。最終的には、

新型コロナウイルス感染拡大に関する不確実性が縮小して、当ファンドが予測する新興国市場の長期的なマクロ経済トレンドが再び支配的になると考え

ています。世界的に経済成長が鈍化している状況下では、新興国市場の相対的に高い経済成長が、依然として投資家を引き付ける要因となる可能性が高

いでしょう。国際通貨基金（ＩＭＦ）による世界経済見通しでは、2020年における先進国市場の経済成長率は８％縮小する一方で、新興国市場の経済成

長率は３％の縮小にとどまると予想されています。また、2021年には世界経済が比較的急速に回復し、新興国市場が再び先進国市場を上回るペースで経

済成長を遂げると見込まれています。為替レートの下落によるコストプッシュインフレ（原材料費や賃金の急激な上昇により引き起こされる物価上昇）

のリスクはあるものの、需要の大幅な減少に対する懸念が、中央銀行の動きを左右する要因になると予想しています。先進国市場の中央銀行が実施する

極めて緩和的な金融政策に下支えされ、新興国市場の中央銀行は緩和モードを継続する可能性が高く、新興国資産クラスにとってさらなる追い風になる

とみているため、金融緩和余地が残る実質利回りが高い国を引き続き選好しています。

また、新興国通貨は、バリュエーション（価値評価）が魅力的な水準であり、新型コロナウイルスの感染拡大から回復期に入り、リスク選好が十分に

回復すれば、現地通貨建て新興国債券のパフォーマンスを押し上げる要因になる可能性があると考えています。先進国国債の多くがマイナス利回りで取

引されているなかで、新興国債券は引き続き利回りを追求する投資家から投資先として選択されることになると思われます。しかし、外部状況が悪化に

転じる中では、過度のリスクを回避することが非常に重要であり、トップダウンの資産配分アプローチと国レベルの詳細なアセスメントを組み合わせた

投資戦略が、良好なリターンをもたらす最良の方法になると当ファンドは考えています。

運 用 コ メ ン ト
※運用方針等は作成基準日現在のものであり、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価
額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読
みください。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料で
す。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。
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■委託会社、その他関係法人
委託会社 ：日興アセットマネジメント株式会社
受託会社 ：三井住友信託銀行株式会社
販売会社 ：販売会社については下記にお問い合わせください。

日興アセットマネジメント株式会社
〔ホームページ〕 www.nikkoam.com/
〔コールセンター〕0120-25-1404（午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。）

■お申込みに際しての留意事項
○リスク情報
・投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、
投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益者）の
皆様に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。

・当ファンドは、主に債券を実質的な投資対象としますので、債券の価格の下落や、債券の発行
体の財務状況や業績の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。
また、外貨建資産に投資する場合には、為替の変動により損失を被ることがあります。

投資対象とする投資信託証券の主なリスクは以下の通りです。
【価格変動リスク】
・公社債は、金利変動により価格が変動するリスクがあります。一般に金利が上昇した場合に
は価格は下落し、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。ただし、その価格変
動幅は、残存期間やクーポンレートなどの発行条件などにより債券ごとに異なります。

■お申込みメモ

商品分類 追加型投信／内外／債券

購入単位 販売会社が定める単位
※販売会社の照会先にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

信託期間 2020年7月21日まで（2010年8月31日設定）

決算日 毎月20日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 毎決算時に、分配金額は、委託会社が決定するものとし、原則として、安定した分配を継続的に行なうことをめざします。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

購入・換金申込不可日 販売会社の営業日であっても、下記のいずれかに該当する場合は、購入・換金の申込みの受付は行ないません。詳しくは、販売会社にお問い合わ
せください。
・英国証券取引所の休業日　　　　　  ・ロンドンの銀行休業日
・ニューヨーク証券取引所の休業日 　・ニューヨークの銀行休業日

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。

課税関係 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の対象となります。
※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
※公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。
※配当控除の適用はありません。
※益金不算入制度は適用されません。

■手数料等の概要
投資者の皆様には、以下の費用をご負担いただきます。

＜申込時、換金時にご負担いただく費用＞

購入時手数料 購入時の基準価額に対し3.3％（税抜3％）以内

※購入時手数料は販売会社が定めます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※収益分配金の再投資により取得する口数については、購入時手数料はかかりません。

≪ご参考≫
（金額指定で購入する場合）
購入金額に購入時手数料を加えた合計額が指定金額（お支払いいただく金額）となるよう購入口数を計算します。
 例えば、100万円の金額指定で購入する場合、指定金額の100万円の中から購入時手数料（税込）をいただきますので、100万円全額が当ファンド
の購入金額とはなりません。
※上記の計算方法と異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
（口数指定で購入する場合）
 例えば、基準価額10,000円のときに、購入時手数料率3.3％（税込）で、100万口ご購入いただく場合は、次のように計算します。
購入金額＝（10,000円／1万口）×100万口＝100万円、購入時手数料＝購入金額（100万円）×3.3％（税込）＝33,000円となり、購入金額に購入時
手数料を加えた合計額103万3,000円をお支払いいただくことになります。

換金手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞

運用管理費用
（信託報酬）

純資産総額に対し年率1.234％（税抜1.15％）程度が実質的な信託報酬となります。

信託報酬率の内訳は、当ファンドの信託報酬率が年率0.924％（税抜0.84％）、投資対象とする投資信託証券の組入れに係る信託報酬率が年率
0.31％程度となります。

受益者が実質的に負担する信託報酬率（年率）は、投資対象とする投資信託証券の組入比率や当該投資信託証券の変更などにより変動します。

その他の費用・手数料 目論見書などの作成・交付に係る費用および監査費用などについては、ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.1％を乗じた額の信託期間を
通じた合計を上限とする額が信託財産から支払われます。

組入有価証券の売買委託手数料、借入金の利息および立替金の利息などがその都度、信託財産から支払われます。

※運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを表示することはできません。

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※投資者の皆様にご負担いただくファンドの費用などの合計額については、保有期間や運用の状況などに応じて異なりますので、表示することができません。



※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

　データは2020年6月30日現在 マンスリーレポート 5/5

【流動性リスク】
・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引量の
大きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格
どおりに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリ
スクがあり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。

・新興国の通貨は、先進国の通貨に比べて市場規模や取引量が少ないため、流動性リスクが高
まる場合があります。

【信用リスク】
・公社債および短期金融資産の発行体にデフォルト（債務不履行）が生じた場合またはそれが
予想される場合には、公社債および短期金融資産の価格が下落（価格がゼロになることもあ
ります。）し、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。また、実際にデフォル
トが生じた場合、投資した資金が回収できないリスクが高い確率で発生します。

【為替変動リスク】
・外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合に
は、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。

・新興国通貨建ての債券は、新興国の通貨の為替変動に影響を受けます。一般に新興国の通貨
は、先進国の通貨に比べて為替変動が大きくなる場合があります。

【カントリー・リスク】
・投資対象国における非常事態など（金融危機、財政上の理由による国自体のデフォルト、重
大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、
戦争など）を含む市況動向や資金動向などによっては、ファンドにおいて重大な損失が生じ
るリスクがあり、投資方針に従った運用ができない場合があります。

・一般に新興国は、情報の開示などが先進国に比べて充分でない、あるいは正確な情報の入手
が遅延する場合があります。

※ファンドが投資対象とする投資信託証券は、これらの影響を受けて価格が変動しますので、ファ
ンド自身にもこれらのリスクがあります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

○その他の留意事項
・当資料は、投資者の皆様に「高金利成長通貨ファンド（毎月分配型）／愛称：インカムグロー
ス」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販
売用資料です。

・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オ
フ）の適用はありません。

・投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対
象ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払い
の対象とはなりません。

・投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドをお申込みの際
には、投資信託説明書（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、内容を必ずご
確認のうえ、お客様ご自身でご判断ください。

設定・運用は 日興アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号

加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

　投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

日本証券業
協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○
株式会社京都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○
株式会社ジャパンネット銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○
株式会社新生銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○
マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○
楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会



収益分配金に関する留意事項

※元本払戻金（特別分配金）は実質的に元本の一部払戻しとみなされ、その金額だけ個別元本が減少します。
また、元本払戻金（特別分配金）部分は非課税扱いとなります。

普通分配金 ： 個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金 ： 個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、

（特別分配金） 元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。

 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、 実質的には元本の一部払戻しに
相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ
かった場合も同様です。

投資信託の純資産

分配金

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、
その金額相当分、基準価額は下がります。

投資信託で分配金が支払われるイメージ

(注)分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および
④収益調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。

※上記はイメージであり、将来の分配金の支払いおよび金額ならびに基準価額について示唆、保証するものではありません。

 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することにな
ります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

前期決算から基準価額が上昇した場合 前期決算から基準価額が下落した場合

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

投資者の

購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額
個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

分配金
支払後

基準価額
個別元本

普通分配金

投資者の

購入価額

（当初個別元本）

元本払戻金
（特別分配金）

10,550円

10,450円

10,500円

＊分配対象額
500円

＊50円を取崩し ＊分配対象額
450円

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

分配金
100円

＊500円
（③+④）

＊50円

期中収益
（①+②）50円

＊450円
（③+④）

10,400円

10,300円

10,500円

＊分配対象額
500円

＊80円を取崩し ＊分配対象額
420円

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

分配金
100円

＊500円
（③+④）

＊80円

＊420円
（③+④）

配当等収益
①20円


